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研究成果の概要（和文）：本研究は、はじめに町家等の保全の先進的自治体を事例として景観施

策の整理を行った。次に、盛岡市鉈屋町の歴史的街並みにおけるこれまでの取り組みとその成

果を明らかにし、町家活用が新たな担い手の活動拠点となるプロセスを明らかにした。 
以上より、歴史文化景観の利用価値を高め、緩やかで信頼できるネットワークを築くことで景

観保全・形成に向けた新しいマネジメント主体の構築が可能となることが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）：Firstly this study reviewed a landscape measure of advanced 
municipality for the preservation of townhouses. Then, I clarified an action in the historical 
landscape preservation and the result in Natayacho, Morioka City. In addition, I clarified a 
process to have the headquarterses of a new supporter in the townhouse utilization. 
Therefore, it was clarified that the management subject with landscape preservation was 
formed by building the network and by using townhouses. 
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１．研究開始当初の背景 
景観法制定から 5 年が経過し、現在までに

100 を超える景観計画が策定されている。し
かし、景観法だけで望ましい地域景観を形成
できることはなく、策定された計画を実現し
ていくための仕組み（すなわちマネジメン
ト）が問われてくるといえる。一方、各地で
町家再生が注目されている。多くは住民協定
の締結や町家公開が条件となるなど、まちづ
くりの一環として広めたいという意図が伺
え、制度だけでなくマネジメントの動きが芽

生えている。つまり、町家保存、再生が景観
まちづくりに対する取り組みの契機となっ
ている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、景観に関する法制度の充実化を

受け、今後の景観施策のポイントを制度を運
用するマネジメントに求め、有用な景観マネ
ジメントの仕組みを明らかにすることを目
的としている。 
はじめに、町家等の保全の先進的自治体と
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して積極的な取り組みをしていると思われ
る京都市、金沢市、小松市、加賀市、大津市、
大野市、津山市を事例として施策の整理を行
った。次に、盛岡市鉈屋町の歴史的街並みに
おけるこれまでの取り組みとその成果を明
らかにし、町家活用が新たな担い手の活動拠
点となるプロセスを明らかにした。 
以上の成果から、歴史文化景観の利用価値

を高め、緩やかで信頼できるネットワークを
築くことで景観保全・形成に向けたあたらし
いマネジメント主体の構築が可能となるこ
とを明らかにした。 
 
３．研究の方法 
(1)先進事例調査では、各自治体担当者への
ヒアリング調査と資料収集を行い、景観施策
の経緯と内容、景観計画策定状況、町家補助
制度の内容および利用実態を把握した。その
上で現地調査を行い、改修による景観保全の
効果を確認した。 
(2)町家改修に積極的な自治会、財団といっ
たマネジメント主体にヒアリング調査を行
い、行政施策の有用性と課題を明らかにした。 
(3)盛岡市では行政へのヒアリングおよび資
料収集により、現在の景観施策を把握すると
ともに、鉈屋町の町並み保存に至る経緯をレ
ビューした。 
(4)(3)を受けて、現地調査および資料分析か
ら町家改修実態を明らかにするとともに、新
たな主体となりつつある若者グループへの
ヒアリング調査を行い、マネジメント主体の
形成過程および実現要因を明らかにした。 
 
４．研究成果 
(1)景観まちづくりへ向けた町家等改修助成
制度の運用状況と課題 
①研究の対象 
 町家等の保全の先進的自治体として有名
な京都市、金沢市に加えて、町家助成につい

て積極的な取り組みをしていると思われる
小松市、加賀市、大津市、大野市、津山市を
事例として取り上げ、2009 年 9 月から 2010 
年 2 月にかけて対象 7 市の担当者へのヒア
リング調査と資料収集を行った。 
②各自治体の景観施策の策定状況と助成制
度の概要 
 各自治体の景観施策に関する状況と町家
に関する助成制度の概要を表 1 に示す。 
 各自治体の助成制度の開始・改正年度は表
1 の通りであるが、景観行政団体となり、法
に基づく景観施策を策定している 4 市(大津
市、京都市、大野市、金沢市)においては 2008
年以降に事業が多く設けられている。この 4 
市は 2004 年から 2006 年の間に景観行政団体
となっていることから、景観行政団体になる
ことで独自の施策体系を整備、運用しやすく
なり事業が本格化したことがうかがえる。 
 
③助成制度の運用内容 
 各自治体の助成制度の内容を図１に示す。 



 

 

 景観計画を策定していない自治体は津山
市・加賀市・小松市の 3市である。この 3市
は景観、町並み整備が必要である地区を指定
し、その中でも特に重点的に取り組む区域を
定め、助成制度を設けている。ただし、小松
市の「景観まちづくり重点地区」は「伝統的
景観重点地区」外にも定められることがある。
したがって、図 1に示すように「伝統的景観
重点地区」の地区内に「景観まちづくり重点
地区」があるとは限らない。 
 一方、景観計画を策定している自治体は大
津市・金沢市・大野市・京都市の 4 市である。
大津市は、市全域を景観計画区域としている
ものの、景観計画区域内にある「大津百町」
という地区を整備地区に定め、助成制度を設
けている。市内のある地区を定め、そこに対
する助成制度という点で、景観計画未策定市
と同様の設け方と見ることができる。京都市、
大野市、金沢市では、景観計画区域内全域が
助成制度の対象となるように地区を定めて
いる。その中でも京都市と大野市は複数の事
業対象地区が重ならないように指定してい
る。一方、金沢市は同じ地区でも助成制度が
重なっている。 
 
④景観計画区域策定の効果 
 景観計画区域を定めている自治体と定め
ていない自治体では、助成対象となる地区指

定、方法に違いが見られた。景観計画区域を
策定している場合は、景観計画区域の目的に
合わせて、特定された区域だけではなく、計
画区域全域で制度を運用し、良好な景観形成
が期待されているといえる。 
 
⑤助成の対象となる項目について 
 各自治体が助成制度の対象としている項
目を表 2に示す。 
 設計については小松市、大野市、金沢市が
助成している。小松市には構造補強に伴う設
計が、金沢市には防災構造整備・診断という
項目がみられる。建築物への助成のみならず、
設計段階にも助成を行っていることから積
極的な改修支援と景観保全を目指している
ことがわかる。 
 建築物については、7 市全てにおいて外観
に関する改修・修復などの制度がみられる。
小松市は外観の修復等に関する防災構造の
整備も含んでいるのが特徴的である。新築の
場合、小松市、大野市、金沢市において外観
に関する項目があり、特に金沢市は外観のみ
ならず新築する戸建て住宅に対する助成制
度も設けている。 
 また加賀市、小松市、金沢市においては、
建築物の外観だけではなく、「内部改修」、「ま
ちなかの賑わい創出に貢献する施設への改
修」という項目がみられる。これらはギャラ



 

 

リー、作業場、店舗等へ改修し、改修後市民
への公開や、地域コミュニティのコアとして、
町家の継承・活用に積極的に取り組むという
条件のもと、定められているものである。外
観のみならず、内部の改修にも助成し、それ
を公開することでまちなかの賑わいを図る
ことを目指している。 
 構造の補強については、加賀市、小松市、
大野市、金沢市で対象となる項目がみられる。
建築物の外観のみが対象となることが多い
が、構造も助成対象となっている。 
 以上より、従来の外観修復だけでなく、設
計段階や外観に関わる内部にまで助成対象
が広がりつつあることがわかる。景観という
側面からの保全だけでなく、利活用というま
ちづくりの視点からも助成できるように町
家等による景観保全に対する考え方が変化
しているといえる。 
 
⑥各自治体の施策内容 
 各自治体の施策内容を表 3 に示す。 
 すべての自治体において取り組まれてい
るものとしては、町家に関する地区指定、委
員会・協議会・NPO 等の設立、市民の意識の
啓発・高揚である。また実施自治体が 5つ以
上の項目は、町家改修手引書等の整備、アド
バイザー等支援体制の整備・拡充、優良町家
の認定、公開等、地域交流の場としての町家
活用である。実施自治体が 4 市以下の項目は、
耐震化の促進、町家の流通拡充、まちなかの
賑わい創出に貢献する施設の整備、まちづく
り協定等の締結の推進、技術の継承と人材育
成となっている。 
 つまり、住民組織、協働組織の設立、市民
意識の向上、町家等の整備に取り組む地区指
定などはほぼすべての自治体で実施されて
いるといえる。一方、賑わい創出や協定とい
った取り組みはまだ少なく、これから進展す
ることが期待される。しかし、今後住民主体
による景観まちづくりへと展開させていく
ためには、委員会、協議会等の主体となる組
織の設立だけでなく、アドバイザーなどの専
門家と一緒に協定締結を図ることや、町家の
利活用による賑わい創出することを施策と
して取り組むことが求められる。 
 

⑦住民組織・協働組織等の活動内容 
 住民組織等の主な活動内容を表 4 に示す。
まちづくり協定等の立案、推進の施策が実施
されていない津山市、加賀市では協働組織の
活動内容の項目が少ない。まちなみ協定が締
結されている地区をもつ大津市、京都市、小
松市、金沢市等では、協働組織や NPO の活動
もさかんに行われている。 
 このことから、行政・住民・事業者などに
よる協働組織や NPOが活発に活動していくこ
とで、地域住民の気運が高まり、町家の整備
が促進されていくのではないかと思われる。 

 
(2)盛岡市鉈屋町における歴史的街並みの保
全に向けた取り組みと展開 
①盛岡市の歴史的街並み保存の経緯 
 1999 年に策定された観光推進計画では、歴
史的建造物の保存活用に力を入れた諸施策
が展開された。また 2006 年度に盛岡ブラン
ド推進計画が策定され、歴史的街並みの保存
活用が主要プロジェクトとして位置付けら
れた。その後「盛岡市街並み保存活用計画」
調査事業を受けて、2008 年に盛岡市歴史的街
並み保存活用基本計画(以下、「基本計画」と
する。)が策定されている。 
 一方、鉈屋町では 1997 年に地区を横断す
る幅員 28mの都市計画道路が事業決定された。
工事が進む中で 2003 年に地域住民を中心と
する活動団体が発足し、歴史的資源を残す活
動を始めた。その後盛岡ブランドの主要プロ
ジェクトに歴史的街並みの保存活用が位置
付けられ、塾と行政との協働の取り組みが開
始した。2006 年度の歴史的街並みの調査事業
を塾と行政が協働で実施し、2008 年の基本計
画で鉈屋町は重点保存地区として指定され
た。この動きを受け、町家等の保存活用が進
むことを前提に 2009 年に都市計画道路の一
部廃止が決定した。 
 
②鉈屋町における町家等改修の取り組み 
 2007 年度に観光案内施設「大慈清水御休み
処」と旧八百倉町家の 2軒の町家が整備され
ている。 
 大慈清水御休み処は 2007 年度に改修し、



 

 

住民の活動拠点、地区に訪れる人々のための
休憩所として開放している。旧八百倉町家も
御休み処に続いて町家改修モデル事業とし
て市の助成を受けて 2007年度に改修された。
現在は改修相談サロンとして活用されてい
る。またその改修事例をもとに町家等改修マ
ニュアルが作成された。 
 2008 年から 2009 年にかけて、旧八百倉町
家において毎週末に改修相談サロンが開設
された。2009 年からは「盛岡まちなみ研究会」
が旧八百倉町家に事務局を設置し、相談窓口
を常設している。 
 表５に改修相談サロンの見学者数と相談
件数を示す。2008、2009 年度に改修された町
家はいずれも改修相談サロンで相談され、改
修の実施に至ったものである。このことから
改修相談サロンの効果がうかがえる。 

 
③町家等の改修の現状  

これまでに改修された町家のほとんどは、
鉈屋町の中でも町家の密集している地域に
立地している。しかし、次のような地域の現
状に照らしてみると改修は進みづらいとい
える。（1）町家が密集している中心的地区で
は住民の半数以上が高齢者であり、改修して
も継続して住む若い世代がいないため改修
に消極的な人が多い。（2）改修相談サロンも
改修を希望する人には認識されているが、関
心のない住民にとっては認知度が低い。（3）
市の予算が限られていることから助成額に
限度があり、改修軒数を増やせない。（4）工
務店が町家の改修方法を知らないため、工事
を敬遠することもある。 

盛岡市では 2008 年から歴史的建造物等の
整備に係る改修助成制度を定めている。 
 
④現在の鉈屋町の動向 
 これまでの活動を受けて、改修助成制度の

創設、都市計画道路の見直しが決定し、2010
年度には「全国町並みゼミ」盛岡大会が開催
された。 
 一方、主体間の温度差によるすれ違い、地
区による意見の相違、各専門家、NPO 等の支
援活動の継続性等に多くの課題点もある。そ
のため 2009 年度には活動体制の見直しを図
り、多様な主体間と鉈屋町を含む周辺地域全
体をマネジメントするために「盛岡まち並み
研究会」が設立された。この事業は地域の歴
史的資源を活かしたまちづくりを目指した
ものである。そして鉈屋町では町家等の保存
活用の取り組みから住民の活動が広がり、地
域全体のまちづくりへと転換が図られた。 

 
(3)町家等利活用による若者のソーシャルネ
ットワーク形成とその効果 
①若者プロジェクトの結成と展開 
 これまでの地域活動により、町家の周知活
動や官民の連携体制構築等の成果が見られ
る一方で、高齢化や定住促進、町家の継承等
の課題があり、住民からは若者の活力を求め
る声がみられていた。全国町並みゼミ盛岡大
会(2010 年)の開催を受けて、若者により『も
りおかワカものプロジェクト(以下、若者
PJ)』が結成された。従来の活動に関わって
いた 30 代の社会人 2 人が世話人を務め、メ
ンバーは当初大学生等十数名だったが、現在
は20代〜30代の学生や社会人50名が参加し
ている(図３)。 
 2010年度は計4回の手づくり市を主とした
イベントが開催された。若者 PJ のメンバー
には創作活動を行う者が多く、一回目は一軒
の町家でメンバーによる手づくり市や飲食
処等が開催された。 
②若者 PJ メンバーの形成過程とその意義 
 若者 PJメンバーの形成過程を図 2に示す。
世話人 A から誘われた者を｢一次メンバー｣、
以下図 2の定義に示すように｢二次メンバー｣、
｢三次メンバー｣とする。図３より世話人 Aか
ら誘われた一次メンバーに加えて、一次メン
バーが誘った二次メンバーが多いことがわ
かる。つまり、若者 PJ が、知り合いから知
り合いといった二次的な人のつながりの層
で構成されていることがわかる。また出店者
からメンバーになった者(a、e等)など多様な
機会によりメンバーが集まっていることが
わかる。 

表 5 改修サロンの見学者数と相談件数

表6 町家等の改修実績 

図2 鉈屋町の活動イメージ 



 

 

 さらに、若者 PJ の活動は若者にとって自
身の作品を出店・展示する機会や自分達が考
えた企画を実践する機会となっていた。また、
地域の住宅を借りることから住民との交流
が生まれ、地域活動への協力へと展開してい
ることもわかった。表７に示すアンケート結
果からは、活動自体がメンバーにとって生活
の楽しみや交流の場、居場所となっているこ
とがわかる。 
 
③若者の町家等の利活用がもたらした効果 
 来場者は 20 代〜30 代の若い世代が多く、
また初めて町を訪れた人が多いことがわか
った。地域住民にとっては、若い世代が来訪
したことで新たな賑わい創出の機会となり、
日常生活でも若者との交流機会が増えるこ
とになった。出店者にとっては、町家等での
出店の機会と多様な人々との交流の機会と
なったといえる。 
 また、若者の活動が鉈屋町で促進された要
因として 3 つの理由が考えられる。一つは、
これまでの活動から地域に外部主体が関わ
る下地ができていたことである。次に、地域
住民と親交のあった世話人が住民と若者の
交流やきっかけづくりを柔軟に行ったこと
である。さらに、公開施設として整備された
二軒の町家のうち一軒を若者の活動拠点と
することができたことである。 
 

(4)まとめ 
 研究では、はじめに先進的自治体の町家等
の改修助成に関する施策を整理した。その結
果、助成制度が景観保全に効果的であること
と、まちづくりの推進につながっていること
を明らかにした。また、住民組織等の活動に
関しては協働組織や NPOの活動がさかんなほ
ど、地域住民の活動が活発化されている傾向
があることも明らかにした。 
 次に、盛岡市鉈屋町では町家の改修助成制
度や改修モデルの町家が整備されることで、
住民団体、専門家による支援団体が設立し、
町家等の保存活用や地域の歴史的資源を活
かしたまちづくりへ展開していることを明
らかにした。 
さらに、住民組織によるこれまでの活動と

いう下地と、住民と若者をつなぐ世話人の存
在、活動拠点となる町家の存在によって、若
者が町家等を活用した手づくり市等を開催
し、若者と住民との交流や新たな賑わい創出
の機会となった。 
以上より、歴史文化景観の利用価値を高め、

緩やかで信頼できるネットワークを築くこ
とで景観保全・形成に向けたあたらしいマネ
ジメント主体の構築が可能となることが明
らかになった。 
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